
南海トラフ地震防災対策推進基本計画［中防会議決定］ 

 
 

根拠法 予防対策 応急対策への備え 復旧・復興への備え 発災時の対応 

災害対策基本法 
第34条 

南海トラフ地震に
係る地震防災対
策の推進に関す
る特別 
措置法 

首都直下地震 
対策特別措置法 

各省庁、地方公共団体等の取組 

各省庁業務継続計画 

 

 

 

 

首都直下地震緊急対策推進基本計画［閣議決定］ 

 

具体計画 

 

災害対策基本法 
第11条第2項 

第1号 
（防災基本計画 
の実施の推進） 

基本的方針及び基本的な施策に関する事項、施策の具体的な目標及びその 
達成の期間、発生した場合の災害応急対策の実施に関する基本的方針等 

防災業務計画 

基づき作成 

基
づ
き 

作
成 

基
づ
き
作
成 

：法定計画 
：法定計画の実施の推進のために作成する計画 

中央防災会議が作成する防災に関する基本的な計画 

具体計画 

 

防災基本計画［中防会議決定］ 

平成２６年度に策定予定 

平成２６年度に策定予定 

大規模地震・津波
災害応急対策対処
方針 

首都中枢機能の維持を始めとする首都直下地震に関する施策の基本的な事項 

政府業務継続計画（首都直下地震対策）［閣議決定］ 

今後の検討課題となる施策を含めて記載 

注）本表は、復旧・復興を除く 

大規模地震防災・減災対策大綱［中防会議決定］ 

地域防災計画 

地方緊急対策実施計画 
 
 

特定緊急対策事業推進計画 

 
 

首都中枢機能維持基盤整備等計画 

 
 

南海トラフ地震防災対策推進計画 

 
 
 

南海トラフ地震防災対策計画 

 
 

矛盾・抵触してはならない 

基づき作成 

適合 

適合 

基づき作成 

津波避難対策緊急事業計画 

 
 

基づき作成 

※指定行政機関、指定公共機関、推進地
域内の都府県防災会議・市町村防災会議 

防
災
業
務
計
画
又
は 

地
域
防
災
計
画
の
一
部 

と
し
て
作
成 

※百貨店等不特定多数の者が出入りす
る施設等の管理者・運営者等 

※津波避難対策特別強化地域内
の市町村長 

※緊急対策区域内の都県知事 

※基盤整備等地区内の地方公共団体 

※緊急対策区域内の地方公共団体 

      大規模地震対策に関する各種計画等の関係 資料６ 
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